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との間に、良きコミュニケーション戦略に基づいて企業経営の健全な発展を図る「広報（パ
ブリック・リレーションズ）」の重要性が叫ばれるようになってきた。1982 年 11 月に、
米国・パブリック・リレーションズ協会（PRSA）より発表された「広報に関する公式声































                            
1 広報は、パブリック・リレーションズ（Public Relations）の和訳であり、PR とも略されている。広
報の定義は、論者により様々であるが、広報先進国と呼ばれるアメリカにおける PR 協会が策定した「広
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宣伝理論と実際を論じたこと、等々が挙げられる3。 












2.2 第 2 次世界大戦後における広報の導入 
(1) 行政機関における広報の導入 
第 2 次世界大戦後の日本は、GHQ の占領下に置かれ、民主主義方針の徹底が推進され
たが、それが、アメリカの広報が日本へ導入された契機となる。 




1945 年 12 月に廃止され、翌年 10 月に再編成が行なわれた。その時、CIE は、世論動向
調査の重要性を強調すると同時に、世論調査機関の設置を示唆し、それが企画資料部世論
調査課の新設につながったのである8。 










                            






9 これに関する詳細は、樋上（1959）「官庁 PR 草分けのころ」『調査と技術』10 月の PR 特集号にまと
められたといわれている。なお、本稿では、日本 PR 懇談会（1980）pp.17-19 を参照した。 
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って自らも発展しようとする運動である」（時事新報 1950 年 8 月 30 日付）と企業におけ
る広報活動の必要性を強調した16。 
 このように、第 2 次世界大戦後の日本における広報の導入は、①日本を民主主義国家と
して再生させるために行われた行政広報と、②企業が社会の認容を得ると同時に、健全な




3.1 第 1 段階（1950 年代前半）－経済民主化と「広報啓蒙期」 
                            






16 日本 PR 懇談会（1980）pp.40-41。 
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 日本における企業広報の歴史的展開は、1940 年代後半における広報導入期を経てから、
5 つの段階をたどって変遷してきたとみることができる。 
第 1 段階は、朝鮮戦争の勃発を契機に特需景気が発生した 1950 年代前半を指す。この
段階では、電波メディアの出現にともない、産業界をはじめとするさまざまな組織体にお
いて広報意識が高まるなど、「広報啓蒙期」として考えることができる。 
産業界では、1951 年 2 月に石油業界関連記事「石油は産業の血液」（朝日新聞 1951 年
2 月 25 日付）、1951 年 6 月にデパート業界関連記事「750 万人の人達がデパートで倹約し
ています」（朝日新聞 1951 年 6 月 20 日付）17、1950 年 10 月に日本証券投資協会より月
刊誌『パブリック・リレーションズ』の創刊、1953 年 5 月に日本経営者団体連盟による







行政においても、1951 年に国立世論調査所による世論調査数は 17 件にのぼり、官庁や地
方自治体関連の世論調査は 37 件にも及んだ20。 
 
3.2 第 2 段階（1950 年代半ばから 1960 年代まで）－高度経済成長期と「広報成長期」 




1950 年代半ばから 1960 年代にわたって、日本は高度経済成長期を迎えたといわれる。
たとえば、1950 年代半ばから「三種の神器」といわれるテレビ、冷蔵庫、洗濯機を中心に
「第 1 の消費ブーム」が起き、1960 年代半ばから「新三種の神器（3C）」といわれる自動
車、カラーテレビ、クーラーを中心に「第 2 の消費ブーム」が起きた21。こうしたなか、







                            
17 電通（1956）p.449。 
18 猪狩（1998）pp.14-18、日本 PR 懇談会(1980) pp.40-49。 
19 和田（2002）pp.17-31。 
20 電通（1956）pp.448-449。 
21 日本の高度経済成長期では、実質経済成長率が 10%を超え、国民総生産がアメリカに次ぐ世界第 2











こうしたなか、1957 年 11 月に松下電器関連記事「地球上 14 億の女性の中からたった





1961 年に電通 PR センター、1966 年にサン･クリエイティブ･パブリシティといった PR
会社が誕生し、産業界とメディアの間の重要な架け橋となってその活躍を広げていた。 
 























                            
23 嶋村・石崎（1997）p.26、p.157。 
24 日本 PR 懇談会（1980）pp.54-58。 
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3.4 第 4 段階（1980 年代）－経済安定期と「広報成熟期」 

































































識であり、その契機となったのが 1991 年 9 月に経団連が取りまとめた「経団連企業行動
憲章」である。この企業行動憲章は、①企業の社会的役割、②公正なルールの遵守、③経
















 ここで、もう 1 つ強調したいのは、1990 年代に入り、「企業市民」という言葉が各方面
において盛んに議論がなされたことである。たとえば、1992 年 8 月に、松岡（1992）の
『企業市民の時代』が発表されてから、『エコノミスト』(1992 年 9 月 29 日号)、『日本経
済新聞』（1992 年 10 月 4 日付）、『週刊朝日』（1992 年 10 月 23 日号）、『日経流通新聞』
（1992 年 11 月 19 日付）、などのメディアで次々と紹介され、企業が「よき企業市民」と
して積極的に社会貢献を行うべきである、という考え方が日本社会に浸透し始めた。 









































































                            
39 Simmel, G.（1908-下巻）p.393． 
40 Simmel, G.（1908-上卷）p.359． 
41 Simmel, G.（1908-上卷）p.359． 
42 Luhmann, N.（1973）pp.170-171． 
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によって双方向かつ利害バランスの取れた「相互理解型広報」の 3 種類に分類できる45。 
                            
43 Luhmann, N.（1973）p.263，pp.131-142． 
44 吉森（2007）pp.9-11、平田（2008）pp.301-316。 
45 Grunig, J. E. & Hunt, T.（1984）p.22 は、広報の考え方を、①一方向型かつ非全真実性の「宣伝モ
デル（Publicity Model）」、②一方向型かつ真実性の「公共情報モデル（Public Information Model）」、
③双方向型かつ不平衡効果の「双方向不対等モデル(Two-Way Asymmeteric Model)」、④相互理解型かつ
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である。こうした考え方は、早くもアメリカで第 1 次世界大戦後の急成長期の 1920 年代
                            
47 Freeman, F. E.（1984）p.25． 
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50 Seitel, F. P.（1992）pp.36-38． 
51 Hiebert, R. E.（1966）p.11． 
52 Seitel, F. P.（1992）pp.36-38． 
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7. おわりに 
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